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Ⅰ．問題と目的

　近年，子どもが学校に行かないという現象のとらえな

おしが行われる中で，不登校児への支援が注目されてい

る。２０１９年，文部科学省は「不登校児童生徒への支援

の在り方について（通知）」において，不登校児童生徒

への基本的な考え方の最初を「⑴支援の視点」としてい

る。もともと不登校という考え方は，学校に行かない子

どもを怠学とする一面的な捉え方への批判として，精神

医療・心理学分野での研究が盛んにおこなわれたことが

始まりだといえる。不登校の原因論として子どもの心理

的な負担が注目されると，教育現場における心理的な支

援の重要性が唱えられ，現在ではスクールカウンセラー

が不登校をはじめ学校における心理的支援の中心を担っ

ている。現在でも，不登校は子ども個人が学校に行かな

い・行けないという現象を起こすため，心理学・精神医

学による説明が卓越する傾向にある（伊藤，２００７）。ま

た，不登校を取り巻く現状に対して社会学的検討も行わ

れ，不登校の背景や結果として発生する教育権保障問題

や，「社会経済的不利（酒井・林，２０１２）」の問題の指摘

が行われてきた。

　上記のような不登校を取り巻く背景の中，不登校児へ

の支援を行ってきた場のひとつとして，児童養護施設の

存在があげられる。児童養護施設とは，児童福祉法４１条

で定められた入所型の児童福祉施設であり，社会的養護

を行う施設である。児童養護施設には原則２歳から１８歳
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の児童が入所しており，条件や理由によって，２歳未満

の乳幼児が入所する場合もある。また，児童福祉法にお

ける児童の定義は０歳から１８歳未満の者だが，早期の退

所や自立が困難な場合などには，おおむね２２歳までを

目安に施設で生活することや，施設に在籍したまま一人

暮らしなどをして，医療費の支弁をはじめとする様々な

支援を受けながら生活することができる。

　児童が施設で生活する理由は多様かつ複合的である

が，虐待などをはじめとする不適切な養育，両親の健康

的な理由や経済的理由などといった家庭の問題と，子ど

もの問題行動による養育困難などが挙げられる。

　児童養護施設における不登校児への支援は，施策に基

づく公的な事業が定められている反面，時として施設全

体を挙げて取り組むべき課題となり，実践現場において

支援が困難な事例であると考えられる。児童養護施設に

おける SV（スーパーヴィジョン）をまとめた村瀬・高
橋（２００８）では，「不登校の子ども」「再婚家庭の子ども」

「家族との縁が薄い子ども」「精神疾患の親を持つ子ども」

「複雑な家庭環境で育つ」「里親と実親について考える」

以上６つのテーマを挙げている。また，児童養護施設で

長期のフィールドワークを行い，社会的排除と子どもの

生活過程の関係性を明らかにした谷口（２０１１，p１５９－
p１６０）では，「やっぱりもともと学校に行ってない子は
ここへ来ても難しいです（一部略）」と不登校状態で措

置された子どもへの支援に困難さを感じている職員の語

りがある。

　以上のような現状がありながら，施設における不登校

児への支援は自治体ごとの取り組みや施設での支援報告

が散見される程度であり，被虐待児への支援や障害児へ

の支援といった，その他の社会的養護のもとで暮らす子

どもの事例と比較して実践・研究の蓄積はなされていな

い。また，不登校研究の分野においては，その多くが一

般家庭で生活する子どもを議論の前提としており，児童

養護施設で生活する子どもを対象とした研究は見られ

ず，十分に議論されているとはいいがたい。

　そこで本研究では，児童養護施設における不登校児支

援に関する公的事業を通知する公文書を確認したうえ

で，支援を報告した先行研究を分析する。資料分析をと

おして，児童養護施設における不登校児支援の現状及び

課題を明らかにすることを目的とする。

　本研究は，児童養護施設の実践に寄与するとともに，

不登校研究において不足した領域である児童養護施設の

存在に焦点を当てる。本研究を通して，不登校児支援と

児童養護施設における支援双方の在り方を検討する一助

となることが期待できる。

Ⅱ．先行研究及び用語の検討

１．不登校

１）不登校の概略

　日本の義務教育期間は小学校６年間，中学校３年間の

計９年間となっている。また，中学校卒業後の進学率も

きわめて高い日本においては，子どもの多くが様々な形

で学校に登校する。一方で，自ら登校しないことを選択

する子どもや，学校に行きたくても行くことが出来ない

状態の子どもが存在する。一般的に「不登校」と呼ばれ

る状態である。

　文部科学省ホームページ内の学校基本調査用語解説に

よれば，児童・生徒が学校を年間３０日以上欠席した状

態を長期欠席といい，その理由は「病気」「経済的な理由」

「その他」「不登校」の４つとしている。その中で不登校

は，「何らかの心理的，情緒的，身体的，あるいは社会

的要因・背景により，児童生徒が登校しないあるいはし

たくともできない状況にある者　（ただし，「病気」や「経

済的理由」による者を除く。）」とされている。

　近年では，不登校は広く知られた問題であるが，普通

教育が日本において義務化された当初は，上記で説明し

た「不登校」という概念は浸透しておらず，もっぱら長

期欠席が関心を集める社会問題となっていたといえるだ

ろう。義務教育期間が９年に延長された新生中学校が発

足して間もない１９５０年代当初の文部省は，１９５１年４月

から同年１０月末までの期間に５０日以上学校を欠席した

者を，翌年１９５２年から１９５８年までは，年間で５０日間欠

席した者を調査している。その後，１９５９年からは学校

基本調査にて年間５０日以上の欠席者数が長期欠席とし

て報告されるようになり，１９９１年からは長期欠席の要

件が年間５０日の欠席から年間３０日に引き下げられた。

そして，１９６７年度から１９９８年度の調査では，「学校嫌い」

が長期欠席の分類項目の一つに採用された。この「学校

嫌い」の数値が次第に「登校拒否」の人数として報道さ

れるようになり，その「登校拒否」という用語も，「学

校に行きたくてもいけない状態にある子ども」の存在に

基づく，用語使用への異議申し立てなどを通して，同様

の意味合いとして不登校という用語が使用されるように

なる。さらに，１９８９年に発足した文部省の「学校不適

応対策調査研究協力者会議」が「不登校は誰にでも起こ

りうるという考えを打ち出して以来，現在は不登校とい

う用語が定着しつつある（保坂，２００２）」。１９９８年以降

は学校基本調査においても「学校嫌い」という用語に代

わって「不登校」という用語がつかわれるようになり，

現在の不登校という概念の定着に至っていると言えるだ

ろう。

　現在では，不登校は独自にその数や要因を調査されて

おり，文部科学省は「児童生徒の問題行動・不登校等生
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徒指導上の諸課題に関する調査結果について」において，

不登校の要因を「学校，家庭に係る要因」と「本人に係

る要因」に分けている。そして，「学校，家庭に係る要因」

の分類を「いじめ」「いじめを除く友人関係に係る問題」

「教職員との関係をめぐる問題」「学業の不振」「進路に

係る不安」「クラブ活動・部活動等への不適応」「学校の

決まり等をめぐる問題」「入学・転編入・進級時の不適応」

「家庭に係る状況」「左記に該当なし」。の１０に分類して

いる。また，「本人に係る要因」に関しては，「学校の中

における人間関係」「あそび・非行」「無気力」「不安」「そ

の他」の５つに分類している。（文科省　２０１９，p１０５）

２）不登校研究の整理

　現在，不登校を取り巻く先行研究は非常に多面的な視

点でなされている。蓄積された数多くの先行研究を，伊

藤（２００７）は，①不登校の社会学的原因論，②不登校

と学校教育をめぐる政治，③不登校への取り組みに分類

している。その中で，社会学的原因論を「私事化と不登

校」「社会階層と不登校」「不登校の統計的把握」という

３つのテーマに分けている。次に，不登校と学校教育を

めぐる政治では，「不登校とその理解と変遷」「不登校の

脱病理化と権力」「リプリゼンテイションの政治」「当事

者が不登校を語ることの意味」「不登校の意味の多様化，

錯綜」という５つのテーマに分けている。最後に，不登

校への取り組みでは「心の受容の規範化」「スクールカ

ウンセラーへの過剰な期待」「フリースクールの子ども

たちのアイデンティティ」「オルタナティブ教育と公共

性」「不登校の『その後』」「公教育の目標の再考」とい

う６つのテーマに分けている。

　しかしながら，上記のような先行研究は，教育権の保

証や，不登校の背景または結果として子どもが抱える社

会経済的な不利に焦点を当てたとき，対象が限定的であ

るとの指摘もある。そうした対象から外れた存在として，

例えば，１９７０年代まで就学免除・猶予の対象となって

いた重度障害児や，義務教育の対象外となる外国籍の子

どもが挙げられる。また，本研究のフィールドでもある

社会的養護の場に目を向けると，１９８８年まで教護院（現，

児童自立支援施設）の入所児は就学免除・猶予の対象と

なっており，その多くは，施設の職員が学習指導を行っ

ていた。また，虐待などを理由に保護された児童が生活

する一時保護所や，児童養護施設で一時保護中の子ども

は，現在でも多くの場合，施設内で学習時間が設けられ

る程度であり，学校への通学をすることはできていない。

加えて，児童養護施設入所児をはじめとする，一般家庭

とは異なる空間で生活する子どもの不登校に関しては不

登校研究の側面からも，社会的養護における支援を検討

した研究においても十分に議論が進められているとは言

い難い。

　こうした現状などを踏まえ，不登校に関する議論を批

判的に検討した，酒井・林（２０１２）は，「学校に行くこ

とを社会的に強く期待され，その子の教育権は十分に保

障される必要があるにも拘わらず，何らかの理由でそれ

がかなわない子ども」を「学校に行かない子ども」と定

義する考えを提言した。この議論における「学校に行か

ない子ども」には，文科省が定義した不登校児だけでな

く，高校等を中退した者，中卒後に進学していない非進

学者が含まれる。加えて，この議論において児童養護施

設で生活する子どもに関しても高校進学率や中退率に関

してふれられており数量的な方法で把握がなされてい

る。その一方で，施設入所児の不登校に関しては触れら

れていない。不登校による長期欠席が高校等への進学を

困難にすることや，高校生活で長期間欠席をした場合は

ときとして退学という処分にいたることは広く知られた

事実であり，不登校と高校非進学や中退といった事象は，

一部において時間的な延長線上にある。そういった事実

にかんがみると，施設入所児の不登校に関する議論がな

されていないことは課題の一つといえるだろう。

２．児童養護施設

１）児童養護施設の概略

　児童養護施設とは，保護者のいない児童や保護者に監

護させることが適当でない児童を，公的責任で社会的に

養護し，保護するとともに，養育に困難を抱える家庭へ

の支援を行い，「子どもの最善の利益」と「社会全体で

子どもを育む」という理念のもと行われる社会的養護実

践のひとつである（厚生労働省社会的養護の施設等につ

いて，２０２０．９／２７　８：３５アクセス）。児童福祉法では，

「児童養護施設は，保護者のいない児童（乳児を除く，

ただし安定した生活環境の確保どの理由により特に必要

のある場合には，乳児を含む，以下この条件において同

じ）虐待されているその他環境上養護を要する児童を入

所させて，これを養護し，合わせて退所した者に対する

相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする

施設とする。」（児童福祉法４１条）とされている。

　児童の入所者数は，２０１８年時点で，男子１４，１８５名，

女子１２，６７９名，計２７，０２６名である（厚生労働省，　

２０２０）。おおむね３万人前を推移していた施設入所児数

であるが，近年は若干の減少傾向にある。その背景とし

て，社会的養護が目指す形態がある。児童養護施設をは

じめ社会的養護の在り方は「子どもの養育の特性にかん

がみれば，社会的養護はできる限り家庭的な養育環境の

中で，特定の大人との継続的で安定した養育環境の下で

行われる必要がある（厚生労働省，２０１１，p３）。」との
考えのもと，施設の小規模化がすすめられた。また，施

設：グループホーム：里親及びファミリーホームの措置

人数割合を３：３：３とすることを目標としている（厚
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生労働省，２０１１，p．４１）。
　児童養護施設の在り方が，入所している子どもの特性

や人数，対応する福祉的ニーズによって変化することは

言うまでもない。前身とされる孤児院が１９４７年の児童

福祉法の制定に基づいて養護施設となり，現代にいたる

までの期間で，社会において担う役割は多様化してきた。

それと同時に児童養護施設が持つ機能も多機能化し，児

童福祉の専門性強化という方向に変化している。孤児院

時代に保護していた子どもはその名の通り孤児たちであ

る。１９４５年～１９４７年にかけての入所児童は空襲孤児，

戦死孤児，引き上げ孤児，遺棄児，一般孤児といった内

容であった（全国養護施設協議会，１９９６）。１９４７年に

児童福祉法が制定され，養護施設となってからの児童の

主な入所理由は，両親の死亡，行方不明，離婚，遺棄児，

拘禁や入院，両親の就労，虐待，酷使，放任，怠情，性

格異常・精神疾患，その他，となっており，その中で割

合が変化してきた。その後，１９９８年の児童福祉法改正

では児童養護施設と名称を変え，別の入所施設であった

虚弱児施設が統合された。この頃すでに，非行児童を専

門で支援する教護院（１９９８年より児童自立支援施設）や，

１９６１年に法制化され，不登校や引きこもりといった問題

を抱える子どもを支援する情緒障害児短期治療施設（現，

児童心理治療施設）と児童の入所施設でも役割が分けら

れている。名称などが若干変更されるが，現在もこの体

系は続いている。

　以上のように，児童養護施設での取り組みは，孤児を

育てるといった家庭の代替的役割から変化し，親は居る

が養育の機能を失った状態の家庭の子どもをはじめ，問

題を抱える子どもを，専門性をもって養育するものへと

変化した。同時に，厚生労働省をはじめ，行政からの通

達に基づく事業の展開等，社会においていくつかの役割

を担っている。具体的には，様々なニーズを抱える入所

児への専門的かつ全般的な支援，地域における子育て支

援，退所者へのアフターケア等の多機能化が進んだ。

　施設職員に関しても，その性質は変化している。多く

の児童養護施設の始まりとされる孤児院は，民間の篤志

家や宗教関係者による戦前，戦後孤児の引き取りと養育

であるが，児童福祉法施行以後は実施母体のほとんどが

社会福祉法人化し，現在施設に勤務する職員も多くの場

合は教員免許取得者，保育士，社会福祉士などの専門職

となっている。児童福祉法にて職員の配置基準は明記さ

れているものの，職員募集に関しては各施設に任されて

おり，医療，看護，心理，福祉，教育といった関連分野

を専門とする大学の卒業者を無資格でも採用することも

多く，幅広い職員が働いている。

　こうした職員の中でも，資格や免許，養成課程経験を

活かして子どもに直接かかわる職員は直接処遇職員と呼

ばれ，子どもと直接関わる中で育ちを支援し，時に指導

する立場となる。そのほか，施設規模によっては間接処

遇職員と呼ばれ，看護師，心理士が専門的に従事するこ

とや，栄養士，調理職員，事務職員，運転手などがいる

こともある。ただし，間接処遇，直接処遇職員に関して

も線引きは施設によって大きく異なり，間接処遇職員が

配置されないことや，直接処遇職員と兼務すること，施

設に直接配置されていないが，法人下の他施設と兼務す

ることもある。児童養護施設の歴史のなかで，施設にお

けるケアの担い手は，篤志家や宗教関係者から福祉や教

育の専門職となり，そして現在は，施設独自に研修会を

開催し機関誌を発行する等，施設職員としての専門性の

必要性も訴えられている。

２）児童養護施設における教育

　児童養護施設における教育に関する先行研究は，施設

の学習環境などに関して論じたものや，施設において大

人から子どもへ伝達される価値・規範について論じた，

“施設の教育”と，進学に関することや入所児の学校生

活に関する内容等“児童養護施設と学校”に関するもの

に分けられる。

　まず，“施設の教育”では，施設内の学習環境につい

て論じたものとして，牧野ら（２０１１）が児童養護施設

における学習支援ボランティア従事者を対象に調査をお

こない，施設における物理的な環境に加え，入所児の学

習に対する自信のなさを課題として挙げた。また，施設

における規範や価値観の伝達について論じたものとし

て，山口（２０１９）は，児童養護施設内におけるしつけ

や価値観・規範の伝達に職員個人の経験がどのように作

用しているのかを明らかにした。

　次に，「学校と児童養護施設」に関しては，村松・保坂

（２０１６）では，施設で生活する被虐待児の増加に伴い，

被虐待経験のある子どもを中心とした学校における配慮

や施設と学校の協働体制について，学校区内に児童養護

施設を持つ小学校教員から聞き取りをしている。結果と

して，発達障害の様相を呈する子どもを対象とした特別

支援学級設置の検討，施設と学校の公的な連絡会。日常

的な連絡や，やり取りができる体制の確保を挙げている。

一方で，施設の方針が学校に伝わりにくいことや，情報

共有の問題，施設と学校間での子どもの問題行動等に対

する価値観の相違を課題として挙げている。また，進学

に関するものについては，高校等への進学と大学等への

進学に関する内容がある。近年の施設入所児の高校進学

については，坪井（２０１１）高校進学率の動向をまとめ

ている。また，坪井は施設入所児の中学卒業後の進路に

着目し，高い中退率を報告している。次に大学進学につ

いて取り扱ったものとしては，長瀬（２０１１）と西本（２０１５）

が挙げられる。進学先を卒業した８人の退所者からイン

タビューを行った（長瀬，２０１１）は卒業を可能にした
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条件として，「人並み以上の頑張り」，「社会資源の駆使」，

「社会資源をつなぐ人的ネットワーク」を挙げた。対して，

西本（２０１５）は大学に在学中の施設退所者を対象に，大

学を中退したケースも含めて調査した結果，施設退所者

は金銭面を重視して進学先を選択するために進学先の選

択肢が狭いことや退所者たちへの人的な支援が乏しいこ

とを課題として挙げた。

Ⅲ．児童養護施設における不登校

１．児童養護施設における不登校支援事業

　児童養護施設における不登校児支援に関する事業とし

て「養護施設における不登校児の指導の強化について（各

都道府県知事，各指定都市市長あて厚生省児童　家庭局

長通知）（児発第三五七号）」と「ひきこもり等児童福祉

対策事業の実施について（厚生労働省雇用機会均等・児

童家庭局長通知　雇児発０５２１第２号）」が挙げられる。

　まず，「養護施設における不登校児の指導の強化につ

いて」に関しては，虐待等を理由に入所以前に不登校状

態であった者への支援強化について述べたものである。

趣旨を「都道府県知事（指定都市の市長を含む。以下同

じ）が指定した養護施設に，養護にかける不登校児童を

入所措置し，家庭生活における葛藤から保護し，施設職

員との信頼関係のもとに，生活訓練，奉仕活動体験等の

生活指導を行うことに加え，カウンセリング等の心理療

法を行うことにより，児童の福祉の向上を図るものとす

る。」としている。事業を行うための要件として心理職

員の配置および精神科医の嘱託医がいること，子どもの

プライバシーが確保できる物理的なスペースの確保など

を要件に挙げ，それらの条件を満たした施設が申請に基

づいて指定施設になる。この通知および事業に関しては，

１９９９年に厚生省より通知された「児童養護施設における

被虐待児等に対する適切な処遇体制の確保について」に

基づいて廃止となっており，施設における心理職員確保

とそれに基づく被虐待児処遇に関する意図が強いと考え

られる。

　次に，「ひきこもり等児童福祉対策モデル事業」は，

平成１７年に出された通知であり，以降に平成１８年，平成

２２年に改正が行われている。この事業は，ひきこもり

状態の子どもや不登校状態の子どもを民間の施設が支援

する事業であり，児童養護施設も支援を担う施設の１つ

である。この事業は，ひきこもり・不登校といった状態

を示す子どもを「ひきこもり等」とし，事業の目的を「ひ

きこもり等児童福祉対策事業は，ひきこもり等の状態に

ある子ども及びその家庭に対し，学校及び保健所等の関

係機関と連携を図りつつ，児童相談所や児童養護施設等

の機能を活用し，総合的な援助を行うことにより，子ど

もの自主性及び社会性の伸長，登校意欲の回復並びに過

程における養護機能の強化を図り，もってこれらの子ど

もの福祉の向上に資することを目的とする。」としてい

る。内容は，①訪問事業，②保護者交流事業，③不登校

児の宿泊事業の３つからなっている。児童養護施設が中

心的に役割を担っている③不登校児の宿泊事業に関して

は，主旨を「ひきこもり等の子どもを児童相談所等の指

導の一環として，夏休み等を利用して，児童相談所及び

児童福祉施設に宿泊又は通所させ，集団的に生活指導，

心理療法，レクリエーション等を実施し，子どもの福祉

の向上を図るものである。」としている。

　これらの任意事業が始まる前後の期間に日本の養護施

設でフィールドワークをしていた Goodman（２０００＝グッ
ドマン・津崎哲夫，２００６）は，事業が開始される背景を，

少子化により措置児童が減少し，その存在意義を問われ

る養護施設と，不登校児に対する学校復帰プログラムの

実施場所を謳う民間施設が，拡大家族療法からショック

療法的な方法にいたるまであらゆる方法と方針に基づき

散立し，行政庁が認識できない状況になるといった背景

がある。そして，児童養護施設に不登校児を受け入れ，

再登校にむけたプログラムを実施するとし，そのために

厚生省から施設に公費が支弁されるといった内容であっ

たと語っている。これらの事業は，厚生省・厚生労働省

が中心となって行われたものであるが，年ごとの実績報

告など行われていない。報告は実施施設や各自治体の事

業報告として行うにとどまっており，実施件数や不登校

児の数や対象となった児童のその後，実施した施設数に

関して取り扱った資料は官見の限り見られなかった。

２．児童養護施設で暮らす不登校児

　前述した２つの任意事業とは別に，児童養護施設には

不登校児が一定数措置されている。また，施設入所児の

多くは措置後，学齢期を迎えていれば地域の学校に通学

するが，施設で生活を送るなかで不登校となる場合もあ

る。そうした子どもの数量的把握や不登校児の成長過程

やその後の追跡調査などを行った資料は見つからず，関

連する内容として，おおむね５年に一度，厚生労働省が

実施する「児童養護施設入所児等調査」において「児童

の通学状況」で欠席しがちという項目があるのみであっ

た。そうした，児童養護施設における不登校の状態像を，

児童養護施設における研修会の様子を書籍化した村瀬・

高橋（２００８，pp．１５－１６）では，「不登校は病気ではあり
ません。むしろ現象，あえていうならば「育ち」の病と

言えるでしょう。不登校の問題について児童養護施設が

出来ることそれは専門の養育機関として，施設の二十四

時間のなかで，その子どもなりの自信が持てるように援

助すること，そして人間として生きる知恵を伝えていく

ということです。不登校児は，生活経験を自分のものと

して十分に蓄積できていないことがしばしあります。し
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たがって，生活体験を豊かにもたせるようにし，人間関

係の持ち方を経験させていくことが必要です。近年では

家族の問題だけでなく，「不登校」という行動が理由で

入所してくるケースが増えています。」と述べている。

　以上のように，不登校を理由に入所する子どもに加え，

施設での生活中に「欠席しがち」となる子どもが居り，

支援が展開される一方で，不登校児は児童養護施設にお

ける支援の限界を超えることもある。児童養護施設にお

ける長期的なフィールドワークを通して，子どもの生活

過程から社会的排除を論じた谷口（２０１１）では，調査の

中で，不登校児の入所をきっかけに，施設内で不登校が

集団化した様子をとらえている。また，長期の不登校の

結果として高校進学がかなわず，施設を退所となってい

る事例を捉えている。また，児童養護施設における長期

の不登校は，不適応行動として退所理由の１つに数えら

れている（大久保・山本，２０１３）。

Ⅳ．分析資料

　本研究の目的のため，先に挙げた事業や先行研究を踏

まえて，児童養護施設における不登校児支援の実践報告

を分析する。資料の選定にあたっては，国立情報研究所

データベース CiNii及び，科学技術情報発信・流通総合
システム J-STAGEの２検索システムにて「児童養護施
設」「不登校」のワードをクロス検索した。検索の結果，

CiNiiでは６件，J-STAGEでは１０２件ヒットした。その中
で，児童養護施設における不登校児への支援を中心的に

取り扱った実践報告は，曹（２０１４），森近（２０１８）の２

つのみであった。その他でヒットしたものは，児童養護

施設や施設職員の役割及び，施設入所児の性質を説明す

るものであり，不登校は施設入所児の問題行動として，

その他の問題行動と共に羅列されているのみであった。

その他の文献は，先述した文献の書評や，関連語句とし

てヒットしたのみで関連性が見られないものであった。

　曹（２０１４）では，発達障害の特性を持ち，不登校傾

向にある児童一名（A君）への支援について報告してい
る。この事例では，入所児（A君）は措置以前から不登
校傾向にあり，措置理由は本人が家庭内で暴力を振るっ

たこととなっている。施設で行われた支援として，学校

へ保健室登校や遅刻・早退などの容認の依頼，オリエン

テーションテーブル（関係機関や職員との協議）の実施，

学校に行っていない時間帯の日課の構築を行っている。

加えて，一日のリズムを整えるとして，朝の起床の声掛

けや，集団での生活へなれる意味合いと，学習習慣の確

保として情緒障害児短期治療施設への通所を行ってい

る。一方で，施設側の課題として，不登校児への対応経

験の薄さからくるマンクオリティの不足や入所児が登校

することを前提とした職員配置になっていることによる

マンパワー不足を挙げている。マンパワー不足に関して

は，対応策として本人に個別に対応する職員と，通常通

りに業務を進める職員とを分業化したこと，また，普段

子どもの支援に直接かかわることのない事務職員も総出

で対応に当たったことを挙げている。

　次に，森近（２０１８）では，不登校状態で児童養護施

設に措置された５名（１事例目～５事例目），の再登校

に向けた支援を報告している。５人のうち４事例目（中

学２年生女子）及び，５事例目（小学校６年生男子）に

関しては不登校となった要因に複雑な家庭背景が見て取

れるが，主たる措置理由は不登校であった。すべての事

例に共通して不登校を理由に措置されており，措置と同

時に転校していることと，措置された翌日から登校して

いることが挙げられる。また，森近は再登校に向けた留

意点として，不登校の理由になる要因を取り除くことに

重点を置いている。すべての事例において持ち物の不備

をなくすこと，登校に向けて出来る限りの準備をするこ

とを本人に伝え，何か気になることがないか聞き取るこ

と，既往症などを聞き取り，休日など学校が休みの日に

必ず通院する旨を約束する事，措置された翌日に登校す

ることを伝えるといったことを挙げている。加えて，１

事例目（小学校５年生男児）では，生活習慣病傾向が強

いことに対して，施設では食事制限を行い，登校日の昼

食のみ食事制限をしないこと。２事例目（小学校３年生

女児）では所持品に関して自他の境界がなく他児とトラ

ブルになっていることから新しい学用品を購入すること

を伝えている。３事例目（４歳児女子），では，幼児な

がらお金に対する執着があることから，登園すれば休み

があるので買い物外出が出来ることを伝える。４事例目

（中学校２年生女子）では，親の介護によって不登校状

態であった為，介護はしなくてよく，新しい環境で学友

が作れることを伝える。５事例目（小学校６年生男子）

では，母が本人に対して過干渉気味である事から，新し

い環境では，自身で友人関係を築けることを伝えている。

以上のように，それぞれの事例によって子どもの特性に

合わせて個別の配慮や声掛けを行っている。また，森近

はこの事例報告において，施設措置と，措置に伴う転校

は，それまでの環境をリセットし，登校するための環境

を整えることと合わせれば再登校に有効な支援となると

報告している。

Ⅴ．考察

　公的事業の内容を踏まえて実践報告を確認した結果，

児童養護施設における不登校児支援においては，施設へ

かかる期待と，期待に対する実践現場での課題があるこ

とが分かる。それら，事業における児童養護施設への期

待は「心理的支援」，「生活支援・生活指導」，「個別性・
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集団性」，「他機関や学校との連携」，「家庭支援」の項目

に分類することが出来る。以下では，それぞれの分類ご

とに詳細を分析する。

１．「心理的支援」

　心理的支援に関して，曹（２０１４）の事例を見たとき，

療育の必要性があげられ，心理検査の結果を踏まえた支

援計画作成，心理職や情緒障害児短期治療施設との連携

が行われている。加えて，支援の中で行われた，対象児

A君が起こしたトラブルの振り返りや入念な意思の聞き
取りも心理的支援の一部といえる。また森近（２０１８）で

は，全事例において，不登校の理由と成り得る「本人の

不安ごと」を解消しており，「気になることを考えられ

るだけ取り組んでいると伝え，他に何か気になることが

あるか聞き取る」といった実践をしている。また，各事

例を個別に見てみると，３事例目（４歳女児）に対して

は，「お金に執着しているので，幼稚園へ行ったら休み

があるのでその休日にお菓子を買いに行く買い物外出を

約束し，登園する。」といった取り組みや，４事例目（中

学校２年生女児）に対しては，不登校の原因となってい

る家事や介護をしなくてもよいことや，新しい環境で学

友を作ることができる旨を伝えている。次に，５事例目

（小学校６年生男子）に対しては，母から過干渉気味で

あったことを考慮し，母子間の葛藤や精神的に不安定と

なる要因を取り除いている。

２．「生活支援・生活指導」

　次に，「生活指導・生活支援」を見てみると，まず森近

（２０１８）では，不登校児を登校へ導くためのアプローチ

先として，「慢性化してルーチン化したメリハリのない

生活」を挙げている。また，曹（２０１４）では，対象児

A君支援における取り組みを「大半の時間を施設で過ご
す A君に対して，生活リズムが崩れないよう朝の声掛
けに始まり，学習の支援，振り返り，心理ケア，学校と

の連携」と報告している。こういった規則正しい生活は

不登校児のみならず，施設にもともと備わっている機能

といえる。

　上記のように，児童養護施設だからこそ可能な子ども

への生活支援や生活指導に期待がかかり，不登校児への

支援として期待がかかる一方，生活支援を重視するから

こその葛藤も見て取れた。曹（２０１４）にて報告された

事例では，支援における課題としてマンパワー不足，特

に日中の人員不足を挙げている。児童養護施設では近年，

「子どもの養育の特性にかんがみれば，社会的養護はで

きる限り家庭的な養育環境の中で，特定の大人との継続

的で安定した養育環境の下で行われる必要がある」（厚

生労働省，２０１１）との考えのもと，ハード面，ソフト面

での小規模化を目指しており，特定の職員が子どもとよ

り長い時間を過ごすことが理想的とされている。“養育

者”としての側面と“労働者”としての側面をもつ児童

養護施設職員が学齢期の子どもとの関わりにおいて時間

を取るとき，「子どもが学校に行くことを前提とした職

員配置」をとることになる。その典型的な例として一部

の施設で行われる，断続勤務がある。断続勤務とは，一

日のうち子どもが登校する前の早朝，子どもが下校する

夕方に出勤する勤務形態である。

３．「個別性・集団性」

　児童養護施設における不登校児支援事業の内容を見て

みると，「養護施設における不登校児童の指導の強化に

ついて」では，プライバシーが確保できる本人の居室等

が要件にあり，個別性を重視している。一方で，「ひき

こもり等児童福祉対策モデル事業の実施について」にお

いては，集団生活を送ることで社会性や生活体験を不登

校児に提供することを旨としており，集団性へ期待が寄

せられていることがわかる。施設への期待としては矛盾

しているようにも見えるが，「ひきこもり等児童福祉対

策モデル事業の実施について」においても，不登校児へ

の支援を行うに当たっては個別性も重視していることが

想像に難しくないため，両事業とも個別性への重視は行

われていると考えられる。加えて，一定以上の人数が生

活する施設においては，居室を個室化することで一人ひ

とりのプライバシーを確保し，日課を設定することに

よって集団的な規則正しい生活を提供することも可能で

ある。上記の事実を踏まえて事例を見ると，「個別性」

に関していうと，曹（２０１４），森近（２０１８）両報告にお

いて，支援の中核をなすのは徹底した個別支援と言える

だろう。

　一方で，実践報告においては課題も見て取れた。曹

（２０１４）の A君の事例では，本人の個別支援を行う上で
の人員確保が課題となり，特別な職員体制を組織した。

森近（２０１８）で行われた物質面の不備をなくすために

は一定のコストを要し，すべての施設が迅速に対応する

ことは困難であると考えられる。また，曹（２０１４）の

事例では，A君は入所してすぐに同年代の子どもと仲良
くなるが，特性としてルールを守ることが難しく，集団

生活へのストレスからゲームやパソコンへの執着が強く

なり，無断外出が見られるようになる。また，学校生活

では服装の乱れ，遅刻，体調不良に加えて，A君の対人
関係の苦手さから「態度が悪いと誤解され，同級生との

トラブルに発展し，それがきっかけで不登校となる。」

という経緯が見られる。また，森近（２０１８）では，報

告された全事例に関して物質面での不備を無くすことが

支援内容として挙げられている。これは，換言すると，「他

の子どもより不足している物がある」ということが，学

校や施設という子ども集団の中では時として明確化さ
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れ，登校意欲の低下を招くということである。上記のよ

うに集団性は，本人と集団を取り巻く関係への配慮を要

することは言うまでもない。徹底した個別支援を行った

としても，施設や学校の集団の中で特有の課題が浮き彫

りになるということが考えられる。

４．「他機関や学校との連携」

　「他機関や学校との連携」に関しては，曹（２０１４）の

A君の事例を見たとき，A君の保健室登校や遅刻・早退
の容認を学校に依頼することや，施設で生活を送る中で

トラブルが発生した時，クールダウンとしての一時保護

所への措置変更が行われている。また，情緒障害児短期

治療施設への通所に始まり，定期で開催されるオリエン

テーションテーブルには母親，児相職員，情短職員，中

学校，施設職員が集まり，A君への支援に関する協議が
行われている。また，森近（２０１８）に関しては，すべ

ての事例において，所轄の児童相談所との事前協議や，

措置当日に学校へあいさつに向かうといった形で関係機

関との連携が報告されている。

　一方で，課題として見て取れる部分として曹（２０１４）

では，学校との連携において，学校に対して保健室登校

や遅刻・早退の容認を依頼しているが，学校側の人員不

足を理由に実施されることはなかった。さらに言うと，

A君の情緒障害児短期治療施設への通所における人員確
保も課題となったことが報告されている。

５．「家庭支援」

　最後に，家庭支援に関しては，まず不登校児への支援

として家族全体の状況を考慮し，施設へ入所となってい

る時点で，全事例において一種の家庭支援が実施されて

いると考えることが出来る。さらに言うと，森近（２０１８）

の４事例目（中学校二年生女子）では，家庭での家事や

病弱な父親の看病が不登校の要因となっている。また，

事例５（小学校６年生男児）では，過干渉気味な母と本

人の母子関係に一定の葛藤が見られ，施設入所が結果と

して家庭への介入と本人の保護という形となっている。

加えて，曹（２０１４）の A君の事例に関しては，母子関
係の修復のため母親との外出におけるルールの設定や施

設への入所理由を本人に丁寧に説明するといった取り組

みがなされている。

６．児童養護施設の不登校児支援における課題

　以上の考察から，児童養護施設の不登校支援に関して，

以下のことが考えられる。まず，児童養護施設における

不登校児支援事業において，施設に期待される内容の多

くは支援現場でもともと備わっている機能であり，結果

として子どもの状況を好転させる場合もある。その一方，

時として施設の環境と子どもの状態の相互作用が支援に

おける課題を生み出すこととなる。具体的に課題が見て

取れたのは，「生活支援・生活指導」「個別性・集団性」「他

機関との連携」といった項目である。これらの項目にお

いて共通して課題となっているのは，人員や時間，物質

といった物理的な要因である。森近（２０１８）で挙げら

れた物質面での不備を無くすことや，曹（２０１４）で挙

げられた他機関との連携，個別支援に必要な人員・時間

の確保などの物理的要因に関しては，専門性の高い施設

や専門職集団においても，容易に解決可能とはいいがた

い。

Ⅵ．今後の課題

　本研究では，児童養護施設における不登校児支援の現

状と課題を，公的事業と実践報告の分析を通して明らか

にした。結果として，公的事業から見て取れる施設への

期待に対して，実践においては，容易に解決できない課

題があることが見て取れた。それらは「物質面」，「人員」，

「時間」といった物理的な要因である。こうした現状は，

児童養護施設の実践において，不登校児への支援のみな

らず，あらゆる葛藤や状態像を呈する子どもの支援を行

う上で課題であり，今後の社会的養護の在り方を検討す

る一要素となるだろう。

　本研究の課題として，分析資料の不足が挙げられ，今

後のより入念な調査が求められる。その一方で，本調査

で明らかになった資料の少なさこそが，児童養護施設に

おける不登校支援事業・実践両面における課題の一つで

あるともいえるだろう。
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